
平成２７年８月

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 社会・援護局

～介護事業所に勤める方のお子さんを預かる保育施設の設置、運営などの費用の助成～

介護人材確保地域戦略会議(第3回)(H27.8.20-21) 資料２－３



１ 介護事業所の従業員等のための保育所に対する支援について

介護事業所内保育所については、

① 子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業（市町村認可事業）に対する給付

② 事業所内保育施設設置・運営等支援助成金（雇用保険を財源）による都道府県労働局による助成

③ 介護事業所内保育所に対する都道府県による補助金

の３つの補助のうち、いずれかを選択することが可能です。

２ 運営に係る給付・補助について

１の①による支援を受ける場合、地域型保育給付を受けることが可能です。 ⇒Ｐ３～

１の②による支援を受ける場合、子ども１人当たり年額34万円（中小企業45万円）の助成を ⇒Ｐ10～
５年間受けることが可能です。

１の③による支援を受ける場合、地域医療介護総合確保基金による補助が可能です。 ⇒Ｐ16～

３ 施設整備補助等について

１の①による支援を受ける場合、施設整備補助相当の減価償却費を受けることが可能です。 ⇒Ｐ３～

１の②による支援を受ける場合、施設整備対象経費のうち、大企業1/3、中小企業2/3 ⇒Ｐ10～
の補助を受けることが可能です。

１③による支援を受ける場合、地域医療介護総合確保基金による補助を受けることが可能です。⇒Ｐ16～

介護事業所内における保育所に対する支援策（概要①）

※ ②において施設整備補助を受けた上で、①による運営に係る給付を受けることも可能です
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※ 具体的な補助基準額は、都道府県ごとに異なります。

※ 平成26年12月31日までに運営を開始した場合は、これまでどおり対象経費の1/2（中小企業2/3）の助成となります。

※ 具体的な補助基準額は、都道府県ごとに異なります。



施設類型 事業所内保育事業
（新制度の給付対象）

事業所内保育施設
（都道府県労働局による

雇用保険二事業による補助）

介護事業所内保育所（地域医療
介護総合確保基金による補助）
※都道府県の実情に応じて要件は設定される

（参考）

認可保育所
（新制度の給付対象）

定員・
利用児童

・定員の下限はなし（定員数に応じ、
地域枠の設定が必要）

・利用児童は、地域枠を除き、事業主
が決定（地域枠分は市町村が決定）

・原則として、３歳未満児が対象

・定員6人以上
・利用児童は事業主等が決定
・事業主等が自ら雇用する雇用保険
被保険者の労働者の利用が、月の開
設日の半数以上であることが必要

・定員20人以上

・利用児童はすべて市町村が決定

職員、設備
等の基準

・児童福祉法に基づく基準を満たすこ
とが必要。

・児童福祉法に基づく基準に準じた
要件を満たすことが必要。

・児童福祉法に基づく基準を満たす
ことが必要。

その他の
主な要件

・運営規程の策定・掲示、評価の実施、
情報公表等の運営基準を満たすこと
が必要

・１日の平均保育乳幼児数が、定員
の6割（中小企業は3割）以上である
ことが必要

（各都道府県の実情に応じて
各都道府県において設定）

・運営規程の策定・掲示、評価の実
施、情報公表等の運営基準を満た
すことが必要

運営に係る
給付・補助

・公定価格による
※12人定員のモデルケースで、年額
約2,600万円(*)
*上記の額には事業主が直接徴収す
る利用者負担額が含まれる。（こ
れを差し引いた額が公費で賄われ
る。）

・公費負担割合：国1/2、都道府県1/4、
市町村1/4

・助成額（５年間）
子ども１人当たり年額
大企業 34万円
中小企業 45万円

※支給限度額
大企業 1360万円
中小企業1800万円

・補助額の負担割合：全額国費（労
働保険特別会計）

・公定価格による
※90人定員のモデルケースで、年
額約9,000万円(*)
*市町村が利用者負担額を徴収

し、その額を含め、委託費とし
て支払われる。

・公費負担割合：国1/2、都道府県
1/4、市町村1/4

施設整備
補助等

・公定価格で施設整備補助相当の減価
償却費分を加算

※都道府県労働局による施設整備補
助を受けた事業所内保育事業所が、
新制度の給付（減価償却費加算を除
く。）を受けることは可能

＜設置費＞
・補助率
大企業 1/3、中小企業 2/3
※支給限度額

大企業 1,500万円
中小企業 2,300万円

・補助額の負担割合：全額国費（労
働保険特別会計）

・補助率 3/4

・全体の負担割合：国2/3、市町村
1/12、本人負担1/4
※待機児童解消加速化プランに参
加する自治体の場合

・株式会社等の場合は、公定価格で
施設整備補助相当の減価償却費分
を加算

介護事業所内における保育所に対する支援策（概要②）

2



① 子ども・子育て支援新制度における事業所内
保育事業（市町村認可事業）に対する給付
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○ 平成２７年４月に施行された子ども・子育て支援新制度では、従業員の子どものほか、地域において保育を
必要とする子どもを受け入れる事業所内保育施設について、市町村による認可事業（地域型保育事業）とし
て、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保育給付の対象とすることにしています。

○ 給付は、利用者の居住地市町村から支給されることとなるため、事業者は、利用者の各居住地市町村から、
子ども・子育て支援法第43条に規定する確認を受けた上で、それぞれに費用請求を行う必要があります。

子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業の概要

＜事業の申請先＞

市町村（認可権者）

＜主な要件＞

・認可基準等の遵守

・地域枠の設定
※地域枠の子どもは市町村が利用調整

・応諾義務
※利用調整を経た地域枠の子どもの受入義務

（地域枠の範囲内）

※利用者（従業員、地域住民の子どものいずれ
も）は、市町村より給付の支給認定を受ける
必要がある。

※利用者は、原則3歳未満児

＜利点・活用例＞

・安定した財政支援
※利用する子どもの数に応じて市町村から費用が

支払われる。（義務的経費）

・複数企業で共同設置可能

・利用者数が減少している施設では、空き
定員が活用できる。

・院外の保育施設に委託して実施すること
も可能

従業員枠（従業員の子ど
もが利用する定員の枠を
設定）

地域枠（地域の子ど
もが利用する定員の
枠を設定）

市町村
（認可権者） 地域型保育給付

（法定代理受領）

従業員（介護従事者等）

地域住民
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事業所内保育事業の認可基準について（主なもの）

定員２０人以上
定員１９人以下

小規模Ａ型の基準 小規模Ｂ型の基準

職
員

職員数
０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１

保育所（定員20人以上）の
配置基準＋１名

保育所（定員20人以上）の
配置基準＋１名

資格
保育士
※保健師又は看護師の特例有（１人ま

で）

保育士
※保育所と同様、保健師又は看護師の特

例を設ける。

１／２以上保育士
※保育所と同様、保健師又は看護師の特例を

設ける。
※保育士以外には研修実施

設
備
・
面
積

保育室等

０歳・１歳
乳児室 １人当たり1.65㎡
ほふく室 １人当たり3.3㎡

２歳以上
保育室等 １人当たり1.98㎡

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡
２歳児 １人当たり1.98㎡

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡
２歳児 １人当たり1.98㎡

処
遇
等

給食
自園調理
調理室
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）

調理設備
調理員
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※ 事業所内保育事業は、原則０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を求める。
（事業所内の卒園後の受け皿に関しては、地域枠の子どものみ対象）

※ 原則０～２歳児までの事業であるが、従業員枠の子どもについては、保護者の希望に応じて柔軟な利用が可能であり、その場合は特例地域型保育給
付が支給される。（地域枠の子どもについても、受け入れ先の保育所等に空きがない場合については特例給付による利用が可能）

※ 給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。（平成32年度まで）
※ 給食の提供に当たっては、事業所に附属して設置する調理施設において調理することも可能。

定員区分 地域枠の定員 定員区分 地域枠の定員 定員区分 地域枠の定員

１名～５名 １名 １６名～２０名 ５名 ４１名～５０名 １２名

６名・７名 ２名 ２１名～２５名 ６名 ５１名～６０名 １５名

８名～１０名 ３名 ２６名～３０名 ７名 ６１名～７０名 ２０名

１１名～１５名 ４名 ３１名～４０名 １０名 ７１名～ ２０名

※子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業については、自社で雇用する労働者の子どもに加えて、「地域において保育を必要とする子ど
も（地域枠）」を受け入れることを要件としており、上記は事業所全体の定員規模に対して最低限設定が必要な「地域枠」の規模を示したもの。
なお、上記は、国として示す全国的な基準であり、それぞれの地域における保育事情等を考慮し、市町村がより緩やかな地域枠を設けることが可能。



○ 子ども・子育て支援新制度では、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付である「施設
型給付」及び小規模保育等に対する「地域型保育給付」を創設し、市町村の確認を受けた施設・事業
の利用に当たって、財政支援を保障していくこととしています。

※私立保育所に対しては、委託費として支払う。

○ 施設型給付費、地域型保育給付費の基本構造は、「内閣総理大臣が定める基準により算定した費用
の額」 （公定価格）から「政令で定める額を限度として市町村が定める額」 （利用者負担額）を控
除した額とされます。

（子ども子育て支援法２７条、２９条等）

「給付費」＝「公定価格」－「利用者負担額」
※この基本構造は委託費も同様。

子ども・子育て支援新制度における公定価格の概要

給付費（公費で負担）

法定代理受領

利用者負担額（施設で徴収）

※利用者負担の金額は市町村が設定（従業員枠の利用者負担
は福利厚生の観点から施設において引き下げて徴収が可能）

≪施設型給付・地域型保育給付≫

＝

公定価格

【イメージ】
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【事業所内保育事業（保育認定（３号））】

＋ ＋

＋ ＋

＋ ＋

＋ ＋

＋

＋

＋

＋

㉑

㉒

㉓

　

㉔

　

㉕

（ 注 ）年度の初日の前日における満年齢に応じて月額を調整（④の年齢区分を満年齢で区分していることに伴う調整）

※特別な支援が必要な利用子どもの
　単価に加算

※３月初日の利用子どもの単価に加算

栄養管理加算 120,000÷３月初日の利用子ども数 ※３月初日の利用子どもの単価に加算

第三者評価受審加算 150,000÷３月初日の利用子ども数 ※３月初日の利用子どもの単価に加算

除雪費加算 5,850 ※３月初日の利用子どもの単価に加算

降灰除去費加算 145,470÷３月初日の利用子ども数 ※３月初日の利用子どもの単価に加算

1,650 ４ 級 地 1,150
※次に掲げる区分に応じて、各月の単価に加算
　１級地から４級地：国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和２４年法律第２００号）第１条第１号及び第２号に掲げる地域
　そ の 他  地  域：１級地から４級地以外の地域

２ 級 地 1,480 そ の 他 地 域 110

３ 級 地 1,460

×加算
　率

加
算
部
分
２

冷暖房費加算 ⑳

１ 級 地

施設機能強化推進費加算 150,000÷３月初日の利用子ども数

1,290 －
（⑥(⑦)
　　＋⑧＋⑬）
　　×12／100

－
(⑥(⑦)＋⑧
 ＋⑪＋⑬）
   ×11/100

(続き) 52,470 ＋520

 200
 ×加算率

＋
C地域 標準
　　　1,500 ＋

C地域 標準
　　　4,200 －

52,470 ＋520
×加算
　率

104,940 (52,470) ＋1,040 (520)
×加算
　率

2,050 －
（⑥(⑦)
　　＋⑧＋⑬）
　　×13／100

－
(⑥(⑦)＋⑧
 ＋⑪＋⑬）
   ×11/100

（⑥～⑱）
　 ×81/100

 330
 ×加算率

＋
C地域 標準
　　　2,400 ＋

C地域 標準
　　　3,300 －

休日保育の年間延

べ利用子ども数

　　～210人
　　 　　1,740

÷

各月初
日の利
用子ど
も数

＋ 37,970

＋

＋ 25,760

⑲

104,940 (52,470) ＋1,040 (520)
×加算
　率

＋

休日保育の年間延

べ利用子ども数

　　～210人
　　 　174,400

＋

（注） （注） ⑫ ⑭

処遇改善等加算 処遇改善等加算 処遇改善
等加算⑪ ⑬

賃借料加算
連携施設
を設定し
ない場合

食事の提供について

自園調理又は連携施

設等からの搬入以外

の方法による場合

常態的に土
曜日に閉所
する場合

定員を恒常
的に超過す

る場合

⑮ ⑯ ⑰ ⑱

×加算率

加算部分１　（続き） 調整部分

障害児保育加算 休日保育加算
夜間保育

加算 減価償却費加算

(120) ×加算率

乳 児 158,600 155,680 1,480 ×加算率

19,100 ＋
 190
 ×加算率

6,810 (11,950) ＋70

11,950 ＋120

(1,480) ×加算率 930 (1,450) ×加算率

＋

1,450 ×加算率

1 ､ 2 歳 児 106,130 (158,600) 103,210 (155,680) 960

×加算率 1,690 ×加算率 12,850

 300
 ×加算率

7,710 (12,850) ＋70 (120) ×加算率

＋120 ×加算率

1,170 (1,690) ×加算率

＋ 30,250 ＋

127,020 (179,490)

⑥×84/100

1,210 (1,730) ×加算率

179,490 1,730

その他
地域

  6人
　　 から
 12人
　　 まで

３号

1 ､ 2 歳 児 131,650 (184,120)

乳 児 184,120

 13人
　　 から
 19人
　　 まで

⑦ （注） （注） ⑨ （注） （注）① ② ③ ④ ⑥ ⑥

処遇改善等加算

基本分単価 基本分単価（注） （注） ⑧ ⑧ ⑩

管理者
設置加算

保育士比率
向上加算保育標準時間認定 保育短時間認定 保育標準時間認定 保育短時間認定 処遇改善

等加算

基本部分 加算部分１　（続く）

地域
区分

定員区分
認定
区分

年齢区分

保育必要量区分　⑤
従業員枠の
子どもの

場合

処遇改善等加算

……

… …

……

（平成27年度における公定価格の単価表）

※小規模保育事業Ｂ型の基準が適用される事業所内保育事業の公定価格（地域区分や定員区分等により適用される単価表は異なります。）
単価表全体や加算の要件等は内閣府ＨＰを参照 http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/k_22/index.html 7



＜事業所内保育事業（小規模保育事業Ｂ型の基準が適用される施設）＞ 公定価格の単価表に基づいた１事業所
当たりの公定価格の総額・比較表

○ 小規模保育事業Ｂ型の基準が適用される事業は１２人（６～１９人の中間）とした上で、保育所を利用している子
どもの各年齢別の構成割合の実態を踏まえて設定（地域枠は国で示す基準の下限に設定）。

児童数 構成割合従業員枠 地域枠

１、２歳児 （ 6：１）※ ９人 ６人 ３人 75.0％

乳 児 （ 3：１） ３人 ２人 １人 25.0％

合計 １２人 ８人 ４人 100.0％

※地域区分：その他地域

※保育標準時間と保育短時間の比率は７：３と仮定

項目
金額 Ａ
（質改善前）

金額 Ｂ
（２７年度単価）

備 考 ☆：「質の改善」事項

基本分単価（⑥） 15,846千円 18,427千円

☆保育標準時間に対応した職員配置の改善（非常勤保
育士1人（3時間分）の加配）、研修代替職員の配置（年
間２日）、連携施設経費、保育士以外の職員の人件費
単価の改善

処遇改善（⑧） 1,627千円（１０％） 2,484千円（１３％）

・１０％は新制度施行前の保育所運営費における民間施
設給与等改善費加算に相当する加算を保育所の勤続
年数と同じ仮定で適用したもの
☆質改善により、３％の改善を実施

加算部分１（⑨～⑬） 4,769千円 5,263千円
・管理者設置加算
☆減価償却費加算（又は賃借料加算）（Ｃ地域標準）を
追加

加算部分２（⑱～㉓） 0千円 270千円 ☆栄養管理加算、第三者評価受審加算を追加

合計 22,242千円 26,444千円 ・増加額：4,201千円（Ｂ－Ａ）

※ 地域区分、定員区分、児童の年齢構成や保育必要量の状況、加算項目の実施状況等は個々の施設等で異なり、上記
の前提条件の下での例示です。 8



階層区分
利用者負担

保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円

②市町村民税
非課税世帯

６，０００円 ６，０００円

③所得割課税額
48,600円未満

１６，５００円 １６，３００円

④所得割課税額
97,000円未満

２７，０００円 ２６，６００円

⑤所得割課税額
169,000円未満

４１，５００円 ４０，９００円

⑥所得割課税額
301,000円未満

５８，０００円 ５７，１００円

⑦所得割課税額
397,000円未満

７７，０００円 ７５，８００円

⑧所得割課税額
397,000円以上

１０１，０００円 ９９，４００円

※ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。
※ 小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に２人目は上記の半額、３人目以降については０円とする。
※ ただし、給付単価を限度とする。

利用者負担

保育標準時間 保育短時間

０円 ０円

９，０００円 ９，０００円

１９，５００円 １９，３００円

３０，０００円 ２９，６００円

４４，５００円 ４３，９００円

６１，０００円 ６０，１００円

８０，０００円 ７８，８００円

１０４，０００円 １０２，４００円

保育認定の子ども
（２号認定：満３歳以上） （３号認定：満３歳未満）

平成27年度における利用者負担（月額）

○ 平成27年度予算に基づき国が定める利用者負担の上限額基準（国庫（都道府県）負担金の精算基準）は、以下のとおりです。
実際に各事業者が徴収する利用者負担の額は、各市町村が定めることにしています。

○ また、ひとり親世帯等、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮している
と市町村の長が認めた世帯）の子どもについては、第2階層は0円、第3階層は上記額より1,000円減とします。

9



10

② 事業所内保育施設設置・運営等支援助成金
による都道府県労働局による助成



事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の概要① ～設置費・増築費～

自ら雇用する労働者のための保育施設を事業所内（労働者の通勤経路又はその近接地域を含む）に設置、
運営等を行う事業主・事業主団体に、その費用の一部を助成します。

助成率等 支給限度額

①設置費

（*）
大企業 ３分の１

中小企業 ３分の２

大企業 1,500万円 中小企業 2,300万円

【対象となる設置】
・新たな事業所内保育施設の設置

②増築費

（*）
大企業 ３分の１

中小企業 ２分の１
増築

大企業 750万円 中小企業 1,150万円

【対象となる増築】
・５人以上の定員増を伴う増築 ・安静室を設ける増築
・助成金の要件を満たさない既存の事業所内保育施設について要件を
満たす施設にするための増築

大企業：３分の１（中小企業：２分の１） ×

（増加する定員） ／（建て替え後の施設の定員）

建て替え

大企業 1,500万円 中小企業 2,300万円

【対象となる建て替え】

・５人以上の定員増を伴う建て替え

大企業 ３分の１
中小企業 ２分の１

大企業 1,500万円 中小企業 2,300万円

【対象となる建て替え】
・助成金の要件を満たさない既存の事業所内保育施設について要件を
満たす施設にするための建て替え

支給機関：都道府県労働局

（平成２７年度予算の内容）

＊ ①設置費、②増築費は、運営開始又は再開の初年度と３～５年度の２回に分けて支給します。

（「支給対象経費に助成率を乗じた額」と「支給限度額」のうちいずれか低い方の額の２分の１を、初年度に支給します。その後、３～５年度に要件を満たした場合に、同様の額を支給します。）

※運営を休止した場合、休止後５年以内に運営再開計画（計画期間３年以内）を作成し、この計画期間内に運営を再開できない場合は、助成金の返還が必要となります。

この他、助成金を受けた事業所内保育施設を別の目的で使用した場合、自社の労働者の利用がなくなり事業所内保育施設を廃止した場合、他の補助金等を受けるこ

とにより事業所内保育施設でなくなった場合には、助成金の返還が必要となります。 11



事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の概要② ～運営費～

自ら雇用する労働者のための保育施設を事業所内（労働者の通勤経路又はその近接地域を含む）に設置、
運営等を行う事業主・事業主団体に、その費用の一部を助成します。

支給機関：都道府県労働局

（平成２７年度予算の内容）

運営開始日 ア 助成額、助成率等 イ 支給限度額

平成27年

１月１日～

③－１

運営費

（*）

５年間支給

１日の平均利用乳幼児数

１人当たり（年額）

大企業 34万円 中小企業 45万円

体調不良児を預かる場合

上記の額＋165万円加算

大企業 1,360万円 中小企業 1,800万円

体調不良児を預かる場合 上記の額＋165万円

～平成26年

12月31日

③－２

運営費

（*）

５年間支給

大企業 ２分の１

中小企業 ３分の２

通常型 規模に応じ 最高 699.6万円

時間延長型 規模に応じ 最高 951.6万円

深夜延長型 規模に応じ 最高 1,014.6万円

体調不良児対応型 上記それぞれの型の運営に係る額 ＋165万円

＊ ③運営費の支給対象経費は、運営に要した費用から、保育料相当分（施設定員（最大１０人）×運営月数×月額１万円（中小企業：５千円））を減額。

※運営に要した費用とは、保育士又は保育従事者の賃金のことをいいます。賃借の場合は建物の賃借料、体調不良児を預かる場合は看護師の賃金を含みます。

・平成27年１月１日以降に運営を開始した場合、支給対象経費と平均利用乳幼児数による額（ア）、支給限度額（イ）のうち、最も低い額が支給額になります。

・平成26年12月31日までに運営を開始した場合、支給対象経費に助成率を乗じた額（ア）と支給限度額（イ）のうち、いずれか低い額が支給額になります。

※１日の平均保育乳幼児数１人当たりの額、支給限度額は年額です。支給要件を満たさない月がある場合又は運営期間が１年に満たない場合、減額されます。
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事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の支給要件について（主なもの）

【雇用保険適用事業所の事業主が対象です。助成金の対象は、１事業主につき１施設（同一の施設）となります。】

定員２０人以上 定員１９人以下

職
員

職員数
・０歳児 ３：１ ・１・２歳児 ６：１
・３歳児 20：１ ・４歳以上児 30：１

左記と同じ又は左記の配置基準＋１名

資格
保育士
※保健師、看護師又は准看護師を１人まで保育士とみなす

ことができる。（特例）

保育従事者
（保育士＋研修修了者（1/2以上は保育士が必要））
※保育所と同様の特例有
※研修修了者とは、市町村長の研修を修了した者

規
模
・
設
備
構
造

定員 ６人以上 ６人以上

保育室等

・０歳・１歳 乳児室 １人当たり1.65㎡
・２歳以上 保育室 １人当たり1.98㎡

※上記の他に、調理室、便所（20人に１つ以上）が必要
※保育室等を２階以上に設ける場合、家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準を満たす避難用設備等が必要

・０歳・１歳 乳児室 １人当たり1.65㎡
・２歳以上 保育室 １人当たり1.98㎡

※上記の他に、調理室又は調理設備、便所（20人に１つ以
上）が必要

※保育室等を２階以上に設ける場合、家庭的保育事業等の
設備及び運営に関する基準を満たす避難用設備等が必要

利用者
・原則として、自社の雇用保険の被保険者又は他社の雇用保険の被保険者
・自社の雇用保険の被保険者の利用が、月の開設日の半数以上
・年間の１日平均利用乳幼児数が、定員の６割（中小企業は３割）以上

その他
・給食は外部搬入可 ・医療機関との協力体制の確保
・安静室の設置と看護師の配置により、体調不良児の預かりも可（加算措置あり）

13

＜不支給要件＞
以下に該当する場合、助成金を受給することはできません。（４は運営費のみ受給することができます）
１ 過去に不正受給をし、雇用関係助成金の不支給措置がとられている
２ 労働保険料の滞納がある ３ 過去１年以内に、労働関係法令に違反している
３ 自社の雇用保険の被保険者の利用見込みが著しく少ない ４ 法人設立後３年を経過していない又は財務内容が３年連続して損失を計上している
５ 事業所内保育施設に係る他の補助金等の交付を受けている（補助金等の支給対象経費に事業所内保育施設に係る経費が計上されている場合も含む）



＜事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の支給額（例）＞

○ 子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業と同様の条件（利用人数１２人）として支給額を算出すると
次のとおりとなります。

※助成金の支給額は、利用している子どもの各年齢別の人数、保育時間及び地域枠によって変わりません。

児童数 構成割合従業員枠 地域枠

１、２歳児 （ 6：１）※ ９人 ６人 ３人 75.0％

乳 児 （ 3：１） ３人 ２人 １人 25.0％

合計 １２人 ８人 ４人 100.0％

※地域区分：その他地域

※保育標準時間と保育短時間の比率は７：３と仮定

項目
平成26年12月31日まで
に開所している場合

平成27年１月１日以降に
開所している場合

支給対象経費 2,402.4万円 2,402.4万円

支給限度額

※公定価格の試算では夜間保育加算がされているので、
深夜延長型の額

533.2万円 1,800万円

支給対象経費に助成率を乗じた額

※中小企業に適用する2/3を使用
1601.6万円 －

平均保育乳幼児数１人当たりの支給額に
基づく額

※中小企業に適用する45万円を使用

－ 540万円
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＜参考：子ども・子育て支援新制度における事業所内保育事業の試算の際の年齢区分等＞



◆ 都道府県労働局長が助成金の支給に関して必要があると認めるときは、調査の実施または報告を求める場合があります。

◆ 申請が多い場合には、予算を勘案して対応することになりますので、あらかじめご了承ください。

◆ 助成金の詳細については、都道府県労働局雇用均等室にお問い合わせください。

相談の受付
助言

〔事業主または事業主団体〕

事業所内保育施設について検討
（提出書類準備）

相 談

助 言

〔都道府県労働局〕

設置・運営費、増築費の場合 運営費の場合

設置・運営計画または増築
（増築・建て替え）計画の認定申請

建築工事着工などの２か月前の日までに提出

運営計画認定申請

運営開始予定日の２か月前の日から
運営開始後１年を経過する日の２か月
前までに提出

事業所内保育施設設置・ 運営開始
または運営再開

認定決定日の翌日から１年以内に運営開始
又は運営再開

事業所内保育施設運営開始

認定決定日の翌日から６か月以内に
運営開始（すでに運営を開始している
場合は引き続き運営を行うこと）

認定申請書の

受 付

審 査

認定決定

支給申請書の

受 付

審 査

建築士査定

支給決定

設置費または増築費支給申請

翌１月１日～１月31日までに提出

運営開始（再開）日が７月１日～12月31日
までの場合

７月１日～７月31日までに提出
運営開始（再開）日が１月１日～６月30日

までの場合

運営費支給申請
翌１月１日～１月31日までに提出

運営開始日：７月１日～12月31日

１月１日～12月31日までの経費

７月１日～７月31日までに提出
運営開始日：１月１日～６月30日
前年の７月１日～６月30日までの経費

認定決定通知

認定申請

支給申請

支給決定通知

助成金振込

＜申請に当たっての留意事項＞
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事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の受給の流れ、手続



➂ 介護事業所内保育所に対する都道府県による補助金

（地域医療介護総合確保基金）による補助

16



○ 子どもを持つ介護職員をはじめとする介護事業所への従事者の離職防止及び再就業を促進するため、
介護事業所に勤務する職員の乳幼児に対する保育を行う介護事業所内保育所の運営・施設整備を支援。

○ 介護事業所内保育所運営・施設整備補助については、消費税財源を活用して創設された「地域医療
介護総合確保基金」における介護従事者の確保に関する事業として各都道府県の事業として実施。

○ 補助基準については、都道府県が地域の実情に応じて設定が可能であるため、補助内容については、
各都道府県において設定。

※ 補助制度を検討中または補助制度そのものを設けていない県もあります。

介護事業所内保育所運営･施設整備補助の概要

補助概要

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

介護従事者の確保に関する
事業として、各都道府県の
実情に応じた形で介護事業所
内保育所の運営・施設整備に
対する補助を実施。
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